
国際平和協力の30年

モザンビーク　

国際連合平和維持活動に対する人的協力 国際連携平和安全活動に対する人的協力

人道的な国際救援活動に対する人的協力 国際的な選挙監視活動に対する人的協力

【訓練場所】Ｋ：ケニア　Ｖ：ベトナム　Ｕ：ウガンダ　O：オンラインで実施
我が国が教官等を派遣した国連三角パートナーシップ・プログラム（UNTPP）

　～　 物資協力（色は人的協力と同じ分類）
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人的協力と物資協力の詳細は「平和への道（発行：令和 2年 3月）」（PDF形式：4.1MB) 
https://www. cao. go. jp/pko/pko_j/info/other/pdf/pamphlet2020/pko_pamphlet2020.pdf 
の P6～7と P10～11をご覧ください。

詳細はこちら
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QAコーナー
Ｑ１：国際平和協力法による国連PKOなどへの参加について、どのくらいの人が賛成しているのですか？
Ａ１：2021年の調査で、９割以上の人が賛成（参加すべき）としています。

Ｑ２：海外で地震などが起きた時に、我が国の国際緊急援助隊が活動していましたが、国際平和協力法に基づ
　　　く活動とはどう違うのですか？
Ａ２：国際平和協力法による協力は、紛争に起因するものに対応するもので、国際緊急援助は基本的に（紛争
　　　に起因しない）自然災害などへの対応になります。

Ｑ３：国際平和協力法で国連PKOへ直接参加する以外に、国連PKOに協力する取組みはありますか？
Ａ３：PKOに参加する国（要員派遣国）の参加者に対し、訓練支援を行う「国連三角パートナーシップ・
　　　プログラム（UNTPP）」という取組みなどがあります。

わからない

その他
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【参考】 国連三角パートナーシップ・プログラム（UNTPP）

　近年の国連PKOにおいて、PKO要員の能力や技術が不十分であることが深刻な問題となって
います。我が国は、こうした問題に対応するため、2014年9月の国連PKOハイレベル会合にお
いて、安倍総理大臣（当時）から工兵（施設）部隊の装備品及び各国要員の教育等の貢献策を
表明しました。これを受けて始まったのが、財政支援・教官派遣等を行う支援国（例：日本）
と、企画・実施を行う国連が連携し、PKOに参加する国（要員派遣国）の要員・部隊に対して
訓練を行う「国連三角パートナーシップ・プログラム （UNTPP）」という取組みです。
　我が国は、この取組みに対し、財政支援に加え、2015年以降、施設・医療分野の知見がある
自衛隊員延べ約230名を教官等として派遣し、アジア・アフリカ等の要員計約360名に対する
訓練を行いました（2021年11月末時点）。
（※これまでの実績は６ページ参照）

物的援助

自然災害など（紛争に起因するものを除く）

　

●捜索・救助要員　●感染者対策専門家　　　　　
●自衛隊員　　　　 ●医療従事者
●災害応急対策・災害復旧専門家　等 　 

国際緊急援助
調整機関：外務省

国際平和協力法による協力
調整機関：内閣府国際平和協力本部事務局

国際平和協力隊

●自衛隊員　　●警察官　●関係省庁職員　
●地方公務員

自衛隊の部隊等

物的協力
（物資協力）

●派遣先国に精通する専門家　 等

人的協力
（国際平和協力業務等）

紛争

資金援助 人的援助

★国際平和協力法制定 ★人道救援物資備蓄制度発足

国際緊急援助隊

8.6%

25.0%

43.4%

15.5%

【参考】国連平和維持活動などへの参加に対する質問の回答
　　　 （1994年～2021年「外交に関する世論調査」、内閣府実施）
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【参考】イメージ図

三角パートナーシップ・
プログラムの取組みを
企画、実施、促進する。

国連PKO要員の能力向上のための
訓練や装備品の提供を受ける。

要員派遣国

国連 支援国
訓練に必要な人材、装備品、
資金などを提供する。
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